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資料１

流域治水プロジェクト公表内容について



・【新規追加】事業効果（国直轄区間）の見える化
→（P.4）
・立地適正化計画を策定した自治体（鶴岡市、酒田市）
→（P.1、6）
・【新規追加】グリーンインフラ位置図の追加
→（P.2）
・【新規追加】グリンインフラの取組についてロードマップを追加
→（P.3）
・砂防対策に関する全体事業費の更新
→（P.3)
・【新規追加】指標（10項目）活用した進捗状況、特徴的な取組事例
→（P.5)

水害リスク情報の充実
外水氾濫の浸水想定を示した確率規模ごとの浸
水頻度を示した図の現況と短期を作成

取組完了の見え消し 完了した取組を「グレー着色」

流域治水プロジェクトと連携したグリーンイン
フラの全体像を策定・公表

グリーンインフラの取組の追加

全体事業費の更新 事業費を時点修正

指標を活用した更なる推進
ハード整備効果の最大化を図るため取組状況が
プロジェクト間で比較できるよう数値化

流域治水プロジェクト更新内容

昨今の豪雨災害の激甚化・頻発化を受け、河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、流域全体で水害を
軽減させる「流域治水」への転換が重要であるとの認識に基づき「流域治水協議会」での議論を通じて流域全
体で実施すべき対策の全体像を「流域治水プロジェク」としてとりまとめ令和３年３月に公表。

流域治水の一層の推進により浸水被害の防止・軽減を図るため

共通の指標に基づきプロジェクトの進捗状況を「見える化」し積極的・先進的な事例を踏まえたプロジェクト
の更なる充実を全国的に図ることが重要。

項目 実施内容 今回、資料２に反映した実施内容

＜流域治水プロジェクトの更新項目と内容＞
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令和４年度予算政府案における「流域治水プロジェクトの見える化」

＜財務省WEBサイト：https://www.mof.go.jp/policy/budget/budger_workflow/budget/fy2022/seifuan2022/index.html＞
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流域治水プロジェクトの見える化

戦後最大洪水等に対応
した河川の整備

農地・農業用施設
の活用

流出抑制対策の実施

立地適正化計画における
防災指針の作成

避難のためのハザード
情報の整備

高齢者等避難の
実効性の確保

～流域治水プロジェクトに関する主な指標～

山地の保水機能向上およ
び土砂・流木災害対策

一級河川における戦後最大洪水等に対応するため
の築堤等の河川改修を実施する。
【戦後最大洪水等に対応した河川（国直轄区間）
の整備率（概ね５年後）】

農地・農業用施設を活用し、雨水や氾濫水を貯
留し、又は事前に排水し、被害軽減を図る。
【農地・農業用施設の活用に取り組んでいる市
町村数】

校庭貯留や地下貯留などの雨水貯留浸透施設の
整備等により、流出抑制対策に取り組む。
【雨水貯留浸透施設等の整備数】

治山対策・森林整備の実施により、森林が有す
る浸透・保水機能等の維持・向上を図る。
土砂・流木災害対策の実施のため、砂防堰堤や
地すべり防止施設等の砂防施設整備を実施する。
【治山対策等の実施箇所数】
【砂防施設の整備により保全される基礎的な公
共インフラ施設数】

水災害リスクを軽減させるため、よりリスクの
低い区域への居住、都市機能の誘導や住まい方
の工夫等による居住地の安全性強化に取り組む。
【立地適正化計画における防災指針の作成に取
り組んでいる市町村数】

水害リスク情報の空白域を解消するため、中小
河川等の浸水想定区域の指定を促進する。
【中小河川等において洪水浸水想定区域を指定
した河川数】

【最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図
を作成した団体数】

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成を促進
するなど、市町村と連携して被害の軽減を図る。
避難行動要支援者を対象とした個別避難計画の
作成を促進するなど、高齢者の避難の実効性の
確保を図る。
【避難確保計画を作成し訓練を実施している施
設数】

【個別避難計画を作成している市町村数】

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

被害対象を減少させるための対策

被害の軽減・早期復旧・復興のための対策

※【】は今後変更する場合がある

○ 流域治水のもと、あらゆる関係者の協働によるハード・ソフト一体となった事前防災対策の取組状況をプロ
ジェクト毎に見える化することにより、地域が抱える諸課題に対しての更なる検討の促進や対策の充実を図る。
○ ソフト対策等に積極的に取組むプロジェクトに対してハード事業を優先的に支援する仕組みを導入。

令和４年度政府案：３，６０２億円
（防災・安全交付金の優先配分額）
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重ね合わせ

※河川整備の進捗に伴い
水害リスクが軽減され
ていきます
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流域治水推進のための水災害リスク情報の充実について

＊まちづくり

・都市計画・立地適正化計画等（開発規制や居住誘
導等）での活用、住まい方の工夫

・農業の作付け、企業の立地選択等

→地域毎の水害リスク評価
→防災まちづくりの方向性の検討

＊治水対策

・流域対策も含めた事業効果の見える化

→より高頻度の浸水想定

→河川整備前後の浸水想定

etc

【活用例（目的）】

【水害リスクマップ イメージ図】

〇 流域治水の推進のためには、推進する実践のためには、土地ごとの水害リスクがどの程度なのか理解して進める
ことが重要。

○ 本川のみならず支川や内水氾濫も含めた浸水頻度別、多段階の浸水範囲、浸水深を整理した「水害リスクマップ」
の作成を進めている。

〇 浸水頻度や浸水深などの情報をあらゆる関係者に共有し、まちづくりや将来の宅地開発、農業の作付け選択、企
業の立地、工場への止水壁の設置の検討、事業継続計画の策定等などに利活用。

水害リスクマップの整備と活用について

水害リスクマップの凡例

内外水統合の水害リスクマップ

1/100
1/50

1/30
1/10

ハザードマップの凡例

統合

外水氾濫の
水害リスクマップ

内水氾濫の
水害リスクマップ

多段階の浸水想定図

利活用
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